
国総研は、何を研究しているのか

国土交通省国土技術政策総合研究所

橋梁研究室 白戸真大

第48回プレストレストコンクリート技術講習会



落石防護施設

擁壁

切土

グラウンドアンカー

盛土

補強土壁

性能

橋梁

補強土壁

性能

盛土

落石防護施設

盛土

切土
切土

擁壁

性能

橋梁

擁壁

性能

ロックシェッド

切土

切土

トンネル

カルバート
は橋梁・トンネル、 は土工構造物の要求性能

は、連続する構造物の要求性能を勘案して設定する性能性能

性能

性能

性能

性能

性能
性能

性能

性能

性能

性能

性能
性能

性能

性能

性能

性能

性能

性能

性能

国土交通省 国土技術政策総合研究所 道路構造物研究部

道路の性能・サービス水準の実現

⇒ 道路構造物間で調和した整備と管理の水準の実現が求められる
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道路ネットワークとして性能の充実・改善
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道路の性能・サービス水準の不断の見直し

性能規定の深化
ための研究

既設構造物の性能の
診断のための研究

ネットワークとしての対応

例）予防保全、強靭化などの施策

国総研道路構造物研究部（橋梁、トンネル、土工・舗装）

道路の性能評価のため
の研究

整備（改築、修繕）において、所要の性
能・信頼性を達成するための技術基準
の体系や枠組みの提案

 各種基準の見直しの必要性が
把握できるデータストラクチャ

 性能・サービス水準の評価指標
 ライフサイクルコストの評価法

 リスクの低減コスト
• 構造リスク
• 災害リスク

 保全コスト

整合

整合 整合

 定期点検
 耐災害性の評価

道路構造物間の調和した性能の実現



話題提供

1. 性能規定体系の構築と現状

2. 次期の設計基準や点検要領の改定に向けた取り組み

3. まとめと期待
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PC橋の設計、施工にも深く関係する部分 ～ 性能規定の深化

『橋、高架の道路等の技術基準』（道路橋示方書）が、
性能（信頼性）に基づく基準体系を確立するまでの背景や
今後の課題を概観する。



１．性能規定体系の構築と現状
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○道路法

○道路構造令

○
道
示

○道路構造令施行規則

・性能の水準
（作用の信頼性水準
・抵抗の信頼性水準）

・性能の水準のオプション

技
術
基
準

【第２９条 道路の構造の原則】
・状況に対して安全，安全かつ円滑な交通

【第３５条 橋,高架の道路等】
・鋼構造，コンクリート構造，これに準じる構造

・常に橋にあるとする自動車の重量245kN

【第５条】
・荷重と荷重組み合わせに対して十分安全

【道路橋示方書Ⅰ共通編
1.8設計の基本方針】

・橋の耐荷性能、耐久性能、その他使用目的との適合性
の観点から橋の性能を設定し満足すること

技
術
基
準
類

○便覧

【道路橋示方書Ⅰ共通編1.4橋の重要度】
・実現するべき橋の性能は、物流等の社会・経済活動上の位
置付けや防災計画上の位置付け等の道路ネットワークにお
ける路線の位置付けや代替性を考慮

・耐震設計上はＡ種Ｂ種に区分・性能の達成方法の標準解
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技術基準： 法令が求める道路に適合するための要求性能とその達成方法の枠組み



基準の枠組みを性能規定とし、深化させてきている背景と対応

 条文構造を再構築

• 橋の性能からすべての条文を下ろしていく。

• 多くの提案は、橋の性能の達成方法の一部である。

• 損傷も、橋の性能との関係で評価する

 編構成も見直し・・・鋼部材もコンクリート部材も自由に組み合わせて自由な
形で設計できるように、細部まで規定の統一を図れる条文構造を再構築

・・・ 複合構造では、鋼橋編も含めて、全編を満足させることを徹底

 性能（信頼性）を測る具体の方法の導入

・・・ 性能の区分： 「耐荷」と「耐久」と「その他」で分けること

・・・ 尺度： 「期間」と「不確実性（再現性）」の概念 6

 道路の性能と橋の性能を関係づけて、必要な性能を実現できるようにする。
 部材、材料をどのように組わせても性能を評価できるようにする

（自由に組み合わせて設計できるようにする）

 新設橋、既設橋問わず、信頼性を評価できる体系とする。

規定のない事項は「ない」、性能規定の方法を模索

背景

道路橋示方書等への反映



道路橋示方書の構成の基本
～ 性能の種類と定義 ～
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（耐荷性能として担保される）
構造物の安全性

（設計供用期間を通しての）
使用目的との適合性（＝橋の性能）

（耐荷性能の前提としての）
耐久性能

その他使用目的との適合性を達成するために必要な性能
• 例： フェールセーフ （落橋防止システム等）
• 例： 耐荷にも耐久にも寄与するもの （たわみなど）
• 例： 第三者被害防止



性能を測る尺度： 研究成果を体系化して基準に反映

 「状況」と「抵抗」を区別して、それぞれに求める信頼性の水準を与えるようにした。

 「状況」は、橋が置かれる、最も厳しい状況を、橋毎に抽出することを求めること
にした。

• 主荷重・従荷重体系でなく、同時載荷の再現をすることを基本とした。

• 最低限の組みあわせは義務化する、かつ、それ以上の考慮の必要性を個別に検討す
ることを基本にした。

 抵抗側（構造）についても下記の強化

• 上部構造、下部構造、上下部接続構造それぞれで性能を満足させることで、橋の性能
を満足させるように部材を配置する。

• 各構造の部材配置は、立体的な挙動を考慮して、状態を制御できるように行う。

 状態の評価では立体的な挙動を考慮する

 各部材の配置は、各部材の限界状態で構造の限界状態を代表できるように行う。

• 限界状態は、純粋に状態の区分として定義 （設計ケースでない） ⇒ 限界状態１～３

• 部材単位の設計に適用する部分係数を定義

 限界状態の再現性の信頼性を測るための抵抗係数

 部材と構造を関係づけるための補正係数

 分からないことは必ず残ることを考慮するための補正係数 8

道路橋示方書等への反映



道路橋示方書の構成の基本
～ 橋の耐荷性能の付与原理 ～
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「状況」 VS 「抵抗」  「状態」 VS 「限界状態」



道路橋示方書の構成の基本
～ 橋＝構造＝部材 ～
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橋の状態

設計状況 実現性

橋の性能

適切な
組合せ

上部構造の状態

下部構造の状態

上下部接続部の状態

代表させて
良い

共通編4.1

共通編4.2

部材等の状態
（構造や部材）

代表させて良い
共通編4.3

Ⅲ編5章 耐荷性能に関する部材の設計

Ⅲ編5.1

・耐荷機構の前提とできる
･･･部材の備えるべき要件
･･･部材の限界状態と制限値
･･･最低限の配慮事項 など

橋の立体的機能を確保する

Ⅲ編8章 横桁及び隔壁

満足
する
条件

Ⅲ編3.5

・橋の立体的機能の確保の実現

 共通編を満足させるように、コンクリート橋の設計を行う
 複合構造は、全ての編を適用し、最も適当な方法で設計（H29道示Ⅰ1.1解説、R2便覧P.363）



「橋」としての性能規定化に併せて、コンクリート橋編関連は
特に大きく変わっている

 目次構成を見直し

• 橋～構造～部材種別～部材を関係づけた性能の検証

• 前提としての材料の特性の明確化

• 形式が決まれば設計が定型化される（やらなくてよい事項ができる）ことの回避

 部材一般の性能評価、特定の目的を付与した部材種別としての性能評価、
及び、特定の力学原理の達成方法に関する（アーチ、トラス）の規定

 立体機能の規定の明確化

 接合の規定の明確化

• プレキャスト部材どおしの接合

• 鋼部材との接合

• 付着の信頼性によらない構造

 状況と荷重モデルの区別の明確化

• 構造に依存した荷重モデル（形、大きさ、載荷方法）の適用に関する注
意点の充実

 架設に伴い累積していく応力の評価・制御について、設計段階から検討を
行うし、施工でもみなす
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道路橋示方書の構成の基本
～ 期間と状況 ～
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インフラとして半永久的な時間を、有限の時間（参照期間＝100年を標準）に対

する頻度で区分することで考慮

① 永続作用による影響が支配的な状況(永続支配)

土圧、水圧、自重・・・

② 変動作用による影響が支配的な状況(変動支配)

自動車の同時載荷、風、温度変化・・・

③ 偶発作用による影響が支配的な状況(偶発支配)

大地震、衝突 （他の災害の扱いは、スライド２７にて説明）

 状況には、主方向にも横方向にも区別がないものとした。
（架橋位置が決まれば決まるもの）

 終局荷重時は廃止した。

（状況の定義にそぐわず、かつ、同時載荷状況も代表しない）



様々な形式に対して適確に設計するため、かつ、ＩＳＯ２３９４にも適合できるように、
作用の同時載荷状況を考慮し、過酷な状況を抽出する荷重組合せ評価法を開発

（最終的な基準化では、損傷例等、経験も考慮）

（国総研資料１０３１号・・・同時載荷という点に真価、立体機能の扱いは改善の余地あり）
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合計値を大きい順に並び替え
100年間での最大値の抽出
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標本抽出位置
(非超過確率95%)

100年間×1000回
⇒ 断面力100年最大値分布

殆どの場合は,ＣＯＶ１０％程度
（地震を含む場合にはＣＯＶ３０％程度）

タークストラ則も参考に、抽出した断面力標本を
再現する荷重係数と荷重組合せ係数を観察

非超過94.5%～95.4%の各標本
（地震の時は平均値～平均値−0.5σ)

１０００回実施

多数の橋梁でこれを実施
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道路橋示方書の構成の基本
～ 同時載荷 ～



道路橋示方書の構成の基本
～ 作用と荷重モデル ～
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 荷重モデルは、基本は、状況と関係づけるべき
• 基本的に、状況を荷重に置き換えたもの
• 大きさ、形、載荷方法からなる

 構造が決まらないと決まらない荷重モデルは、厳密には「状況」の一部でなく、状態の
一部であるが、従来基準からの激変を避けるために、作用として引き続き規定

• 温度差、クリープ・収縮など
• 影響線載荷に加えた、活荷重の載荷方法

 その代わり、載荷方法には様々な注意点があることを認識すべき

 活荷重の偏載（H29道示Ⅰ5.2解説）

主方向又は横方向に非対称性が高いケーブル構造※ では、上部構造のねじ
りに対して最も不利になるようにL荷重の載荷方法について特別な扱いをする
必要性を検討

※ケーブル構造＝道示では、外ケーブルも含まる

 桁の左右の温度差の影響（H29道示Ⅰ8.11解説、R2便覧P.74～76）
• 鋼・コンクリート複合構造では温度分布や値を個別に検討

• 左右のウエブ間での温度差の影響も考慮する場合も考えられるが、検討
の方法に標準的なものはない



道路橋示方書の構成の基本
～ 残留応力と持続荷重 ～
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改めて以下を規定
Ⅲ編 ５．１．１ 部材設計の基本

（１）１０） 施工中の各段階において生じる残留応力が，部材の限界状態に対す
る照査に用いる発生応力の算出に及ぼす影響をできるだけ小さくする。

国総研、PC建協、土研の共同研究：
ポステンの箱桁では、供用後2年以内にひびわれがある
⇒ 架設時には見られなかったとすれば、組み合わせの影響が考えられる

「持続荷重」＋「架設荷重」＋自重・変動

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0910.htm
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道路橋示方書の構成の基本
～ 立体機能の確保の実現 ～
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橋の状態

設計状況 実現性

橋の性能

適切な
組合せ

上部構造の状態

下部構造の状態

上下部接続部の状態

代表させて
良い

共通編4.1

共通編4.2

部材等の状態
（構造や部材）

代表させて良い
共通編4.3

Ⅲ編5章 耐荷性能に関する部材の設計

Ⅲ編5.1

・耐荷機構の前提とできる
･･･部材の備えるべき要件
･･･部材の限界状態と制限値
･･･最低限の配慮事項 など

橋の立体的機能を確保する

Ⅲ編8章 横桁及び隔壁

満足
する
条件

Ⅲ編3.5

・橋の立体的機能の確保の実現

 共通編を満足させるように、コンクリート橋の設計を行う
 複合構造は、全ての編を適用し、最も適当な方法で設計（H29道示Ⅰ1.1解説、R2便覧P.363）

共通編とコンクリート橋編の関係



共通編での規定に見合うように、
コンクリート橋も立体的な部材の
配置を行う

棒部材として設計できる応力状態に
持ち込む

⇒ そり、ねじりを詳細な要素分割で
数値解析 ⇒ 結果の利用について、
標準的な性能の付与方法と意図と
異なるときには注意が必要

• たとえば、箱断面を有する棒部
材としての断面形状を保てるよう
に部材配置を行い、棒の照査で
代表できるようにするなど。

• たとえば、断面のせん断変形、そ
りについて無視できるように部材
配置を行い、ねじりの照査で代表
できるにようにするなど。
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（共通編）



国管理の複合橋
～特殊なウエブ ＋ （外）ケーブル構造～
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隔壁のひびわれ

国管理の複合橋
～特殊なウエブ ＋ ケーブル構造～
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偏向部荷重集中点のひびわれ対策も重要であるが、上部構造としての状態を制御す
るという観点で、日々の変動作用の同時載荷と持続荷重・架設時荷重の重ね合わせを
適切に考慮できているか？



プレキャスト化や複合化 ～ 形状保持のための応力を盛変えるプロセス

23

①断面のせん断変形（Timoshenko beam的な変形） ②横方向のフレームの変形



道路橋示方書の構成の基本
～ コンクリート部材の接合（その１） ～

 部材を組み合わせる ⇒ プレキャスト部材どおしや鋼部材との接合の活用

 「部材全体の限界状態」と「接合部分の限界状態」のそれぞれ、および相互関係を
明確にすること

7.3.2 同じ機能を有するコンクリート部材の連結

7.3.3 異なる機能を有するコンクリート部材の連結

7.3.4 コンクリート部材と鋼部材の連結

24
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道路橋示方書の構成の基本
～ コンクリート部材の接合（その２） ～

 診断ができるように接合する
 メカニズムと耐久性が明らかな、機械・物理的な接合であること

Ⅲ編 7.3.1 一般

(1) 部材を剛結となるよう連結し一体の部材とする場合には，接合部において部材としての連

続性を失わず，かつ，接合部が部材相互の曲げモーメント，軸方向力，せん断力及びねじり
モーメントを確実に伝達するとともに，部材の一般部が限界状態3に達したときの断面力を確
実に伝達できるようにしなければならない。

(2) 1)から4)を満足する場合には，(1)を満足するとみなしてよい。

1) 曲げモーメント又は軸方向力を受ける接合部では，コンクリート内部における圧縮応力，

又はコンクリート内部における圧縮応力及びコンクリートと一体として抵抗する鋼材等による
引張応力の分担により，断面力を伝達できる構造とする。

2) せん断力及びねじりモーメントを受ける接合部では，圧縮応力及びせん断応力に対してコ
ンクリートが抵抗する構造とする。ただし，接合部が限界状態3を超えた場合でも急激に耐荷
力を失わないよう，接合部が限界状態1を超えてからは鋼材が引張応力のみで作用力に対
して抵抗し，鋼材が降伏した後に接合部が破壊に至る構造とする。

…略

Ⅲ編 7.3 接合部の耐荷機構



鋼少数主桁橋の床版下面吹付コンクリートはく離・落下事象調査検討委員会
最終報告書 （2015年4月23日）
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落下
（付着許容応力度は満足していた）

（安全率は確定論的でない）

（安全率以外での安全確保）

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/survey/pdf/finalreport.pdf

H29道示「接合」の設計

⇒ 引張りとせん断は、鉄筋による荷重分
担を基本

例） コンクリート合成桁における
床版と桁の接合 など



接合部の断面力・強度の評価のエラーと言われている事故

27

出典： NTSB Accident report, NTSB/HAR-19/02, PB2019-101363
Pedestrian Bridge Collapse Over SW 8th Street, Miami, Florida, March 15, 2018
https://www.ntsb.gov/investigations/AccidentReports/Reports/HAR1902.pdf
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道路橋示方書の構成の基本
～ どんなに研究、検討しても分からないことはあることへの対応 ～

橋の耐荷性能に残る不確実性
• 外力の組み合わせの想定の限界

• 災害に代表されるように様々な作用を
すべて外力モデルに置き換えられない

橋の耐久性能に残る不確実性

• 耐久性に関しても、実際の施工品質と
暴露条件を再現して実験室で性能を検
証することは不可能

 架橋位置の選定

 万が一のときにも橋の安全性が
著しく低下しないような部材配置
等の配慮の必要性の検討

 必要なときに修復・交換できるよ
うにする配慮

道示の規定（計算でない配慮）

 津波、断層変位、地盤変状に対する戦略

 できるだけリスクを減らす位置

 さらに、できるだけ影響を受けにくい
構造形式を選定

 （特定の目的の計算は否定しないが、
それで上記の検討が省略できるとは
言えない）



「規定がないものは設計者が判断する」という意味が変わっている
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同位並びに上位・下位の要求とも適合するように用いる
※適合したものを用いるという着眼では不十分



材料も、橋や部材の性能に適合させるように使う

30



性能規定化は既にH14から導入されている

31



２．次期の設計基準や点検要領の
改定に向けた取り組み

32



性能規定化の適用性と実効性を高めるための研究例

（１） 設計・工事図書・記録の標準の再構築

（２） 橋の耐久性能の照査式の部分係数化

（３） H29道示の既設橋への適用

・・・修繕へ適用するときの運用ルールの明確化、断面力ベースの照
査式、変状の存在や材料の追加に対する部分係数の調整方法

（４） 橋毎にカスタマイズした点検方法の妥当性評価のためのマニュアル

33

次期の設計基準や点検要領の改定に向けて検討中



（１） 設計・工事図書・記録の標準の再構築

Ⅰ共通編 １章総則 １．８設計

・橋の設計にあたっては、橋の性能の前提とする維持管理の条件を定めなければならない。

・部材ごとの設計条件が維持管理に確実に反映され、更新や補修などが適切な時期に適切な手法で行われる必要。

Ⅰ共通編 １２章記録 １２．３設計・施工に関する事項

Ⅰ共通編 １章総則 １．９設計図等に記載すべき事項

・維持管理に必要な情報が適切に引き継がれるようにすることが重要・・・新技術では診断できることも必要

・被災に際して、供用性の判断や復旧方法の検討にあたっては、地形・地質・地盤条件に関する情報が重要。

・橋に用いられた材料の種類や規格、特性、品質などの情報を正確に記録。

Ⅰ共通編 １章総則 １．１０施工

・図面、工事記録、架設計算書、結果が適切に保存されることで、変状が出た際の原因究明や対策の検討ができる。

・設計や施工に関する事項について、維持管理に用いることができるよう記録を残さなければならない。

Ⅰ共通編 １１章付属物等 １１．４点検施設等、 １１．５付属施設、 １１．６添加物

・橋梁点検車やカメラ、各種の検査機器等を用いた点検や調査手法等も考慮して、点検施設を設置するのがよい。

・設計の段階から定期点検や第三者被害の予防のための点検の方法、異常が発生した場合の発見や措置の容易さに
配慮することが必要。

 様々な技術・材料の活用、及び、適切な道路橋を管理・マネジメントのためには、維持管理の確
実性と容易さの設計がされることや適切な記録が残ることが重要

 橋毎の取扱説明書 ・・・ 日常点検、定期点検、緊急点検、並びに、修繕方法・仮支持方法

 橋毎の母子手帳（記録に残すべき記録） ・・・ 材料、架設中の反力、応力、打設履歴など

34



整備局が連携し、BIM/CIMを活用した設計・工事の品質向上策を検討

• 点検などの維持管理が困難な部位を減らす

• 点検や措置は確実かつ容易にできる構造上
の配慮

• 新しい技術を用いた箇所の点検方法や診断
の考え方

• 橋梁点検車や支援機器等を用いた点検手法

• 第三者被害予防のための点検方法、異常時
の措置

• 材料、品質、生産者などの情報
• 施工過程が追えるように架設順序を記録
など

①点検手法
②アクセス動線
③部材交換
④狭隘部の近接
⑤高橋脚の近接
⑥不可視箇所点検
⑦第三者被害範囲
⑧点検時の近接率など

①点検手法

①H29道示の配慮事項

②アクセス動線

③部材交換（支承）

桃色：近接不可

⑤高橋脚の近接

桁下道路

リフト車

橋梁点検車

支承引出し

ジャッキアップ
ブラケット

④狭隘部の近接

桁端狭隘部

⑥不可視箇所点検

桁裏添架物

ポール
カメラ

⑦第三者被害範囲

桁下道路

措置範囲

◆近接率の定義
近接率＝目視可能面積／点検対象面積

◆近接率を算出する部材
・主桁（横桁等も含めて算出：下図）、床版等
・下部工（橋台,橋脚）

◆近接率を算出しない部材
・支承やアーチ橋等
⇒不可視箇所の有無で評価

⑧点検時の近接率

③BIM/CIMモデルを活用した検討・検証例

橋梁設計時に維持管理の
確実性と容易さに配慮した

維持管理計画が必要

②橋梁設計における

維持管理計画の妥当性検証

✔BIM/CIMを用い、橋梁設計図書に維持管理の設計結果として記
載する内容の標準（例：近接可能率のような指標等のアイディア）
✔BIM/CIMを用い、残留応力や持続荷重の追跡が可能な施工管理
記録を残すことの標準

⇒近接率算出のた
めのモデル 分割が
非常に煩雑（課題）
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環境作用
状態
（応答）

疲労

鋼材腐食

材料
劣化

荷重の
繰返し作用

(活荷重で代表）

応力の振幅 S-N曲線

飛来塩分等 塩分の浸透 腐食発生限界

紫外線？ 化学反応？
変質による

性能の喪失？

橋の構造や形状
に依存しない

限界状態
（制限値）

材料・構造・形状
によって異なる

耐荷の前提が
破綻する限界

このような概念で一般化して整理できるか？

構造形式

構造の形状

（２） 耐久性能の照査における部分係数書式の導入

 H29道示では、部分係数や限界状態の概念は、橋の耐久性能には適用されない

 一方で、様々な技術の特性に応じて部分的な信頼性の改善も評価できるようにす
ることで、耐久性の信頼性の改善を合理的に行えないか。



部分係数の書式と係数評価の方法論を研究
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環境作用 状態（応答） 制限値（限界状態）

環境作用（条件）の強度
（厳しさ）

環境作用による累積（浸透）
の効果

耐荷性能の前提が成立
しなくなる状態

材料・構造・形状
によって異なる

例えば，鉄筋の発錆で
置き換えるなど

橋の構造や形状
に依存しない

ｃｃ

例：塩害の対策区分
例：塩分の拡散現象
・表面濃度
・コンクリート材料の工夫
・シース等との連動

例：腐食発錆限界濃度
・鋼材の被覆
・新材料

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば，塩害の場合



（３） H29道示の既設橋への適用
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耐荷性能 耐久性能

 耐荷と耐久で、参照期間を同じにする必要がないこと
を活用することで、修繕の合理化も可能

 H29道示の改定が効果的な事項については、道示も改定して実現。

例： 基本耐荷力式の見直し など

 橋の性能に立脚することで、元に戻すだけでなく、
合理的な達成手段を取り得る

⇒ 基本耐荷力式の新規導入、見直しが必要

変形部は
そのまま
残す

あて板補強（無変形部）

H29道示では既設橋の修繕への適用・合理化も視野に新たな概念・事項を導入

新設設計の考え方



新設100年想定
の荷重係数

新設100年想定の
抵抗係数（安全余裕）

係数任意設定のための最低限のルール化
（架設時・任意期間）

多様な条件下の係数設定のルール化
（新材料，新形式）

補修・補強時条件に対する荷重係数
（任意期間・既知情報）

多様な条件下の係数設定のルール化
（既存応力，協働，変状，未知情報）

補修補強ならでは取り扱い（みなし規定）
（前提とできる構造解析，調査）

補修補強時の留意点
（標準的取り扱い，べからず，注意喚起）

補修補強ならでは取り扱い（みなし規定）
（補修補強方法と部分係数や適用範囲）

H29道示からの発展

信頼性の考え方，元データからの算出
過程が根拠かつ妥当性の拠り所

信頼性の考え方，元データからの算出過
程が根拠かつ妥当性の拠り所

整合性 整合性

整合性

整合性

整合性

部分係数の調整原理の構築
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作用は、日～年単位で最大値が生じるものが殆どであり、参照期間が極端に短く
ならないと荷重関係の部分係数値は影響を受けないことも裏付けられてきている。



（４）橋毎にカスタマイズした点検方法の妥当性評価法
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道路橋定期点検要領（H31.2）

定期点検の目的と達成水準に照らして、

① そもそも見えない部位・変状がある

② 見えても評価・考察が難しい部位・
変状がある

③ ある橋の全体をくまなく近接すること
を一律に求めるとき、部位によっては
過剰となる場合があり得る

※定期点検

定期点検は、定期点検を行う者が、近
接目視を基本として状態の把握を行い、
かつ、道路橋毎での健全性を診断する
ことの一連をいう
A) 機能の維持（含：第三者被害防止）
B) 致命的状態に至ることの回避
C) 時宜を得た長寿命化

課題

第14回道路技術小委員会 資料３
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001372055.pdf

診断の質の向上と作業の省力化を両立するためには、橋梁形式、部材構造等の条件、定期点検の
目的などに応じて、橋毎に点検の方法をカスタマイズできるようにすることが考えられる。
⇒ 妥当性を一定の方法で評価できるようにすることが必要



道路橋示方書の性能評価体系に立脚した評価体系の研究

41
第14回道路技術小委員会 資料３
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001372055.pdf



３．まとめと期待
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国総研が行う研究

43

性能規定の深化
ための研究

既設構造物の性能の
診断のための研究

道路の性能評価のため
の研究

整合

整合 整合

道路の性能・サービス水準に基づいた構造物の整備と管理の実現



道路橋の性能の保証

44

耐久性能

説明性の担保

耐荷性能

供用中の橋の性能

 状況と状態を分離し，その実現の確実性を耐荷性能と規定

 耐荷と耐久を分離

→ 道路使用者への説明性を担保するため「新設設計時の橋」と「供用中の橋」の性能を
統一的に表現できる規定化

⇒ 合理的かつ信頼性の満足される補修補強も可能に

移動の自由

その他の
性能

設計上の橋の性能

設計と実態には避けられない
乖離はあるものの、新設橋、
既設橋ともに統一的に性能の
説明が可能

橋に求める
状態

橋がおかれる
状況

実現の
確実性
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